
第95期（平成12年度）中間決算の特徴

株式会社　静 岡 銀 行
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損　　益　①（連結決算）

▲24.0

▲22.2

22.9

▲3198中間純利益

▲46162経常利益

+2881,546経常収益

前年同期比

　　（億円）　　　　（％）

12年度中間

（億円）

利益の状況

<連結対象会社>

静銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱､静銀ﾘｰｽ㈱､静岡ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ㈱

静銀信用保証㈱､静銀ﾃﾞｨｰｼｰｶｰﾄﾞ㈱､静岡ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱､静

銀静浦代理店㈱ ､静銀地頭方代理店㈱ ､静銀投資顧

問㈱､静銀ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ｻｰﾋﾞｽ㈱､静銀総合ｻｰﾋﾞｽ㈱、静岡ﾓｰｹﾞｰｼﾞｻｰ

ﾋﾞｽ㈱､静岡資産管理㈱､静銀ﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾘｴｲﾄ㈱、欧州静岡銀行　

静岡銀行グループの経常収益は、静岡銀行での「そ
の他経常収益」や「資金運用収益」を中心に前年同
期比＋288億円増加して1,546億円となりました。
「その他経常収益」の増加は、退職給付会計導入に
伴う会計基準変更時差異処理のための退職給付信託
設定益の計上および株式等売却益の増加等が主因と
なっています。

（経常費用は退職給付会計による会計基準変更時差
異を平成12年度中に一括処理するものとし、当中間
期に270億円を計上したことを主因に、前年同期比
＋335億円増加の1,383億円となりました。）

（１）連結経常収益 前年同期比＋288億円増収

退職給付会計による会計基準変更時差異の前倒し
処理を主因とする経常費用の増加により、連結経
常利益は前年同期比▲46億円の162億円、連結中間
純利益は同▲31億円の98億円となりました。

（２）連結経常利益 前年同期比▲46億円減益

　　連結中間純利益 同▲31億円減益
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損　　益　② (静岡銀行単体）
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業務純益

経常利益

中間純利益
（１）経常収益 前年同期比＋289億円増収

（４）中間純利益 前年同期比▲38億円減益

退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異処理のための

退職給付信託設定益の計上や株式等売却益の増加等を主因

として前年同期比＋289億円増収の1,417億円となりました。

（経常費用は退職給付会計による会計基準変更時差異を平
成12年度中に一括処理する方針とし、当中間期に270億円
を計上したことを主因として前年同期比＋343億円増加の
1,256億円となりました。）

（２）業務純益 前年同期比▲24億円減益
経営合理化の進展による経費削減、国債等債券関係損益の

改善などの増益要因はありましたが、資金運用利回りの低

下による資金利益の減少、一般貸倒引当金繰入額の増加な

どにより業務純益は前年同期比▲24億円減少し208億円と

なりました。

（３）経常利益 前年同期比▲53億円減益
業務純益の減少、退職給付会計導入に伴う会計基準変更時

差異の前倒し処理を主因として経常利益は前年同期比▲53

億円減少し、161億円となりました。

経常利益が▲53億円減少したことにより中間純利益は前年

同期比▲38億円の98億円となりました。
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損　　益　③（静岡銀行単体）

（注）※基礎的業務純益は、業務純益から国債等債券関係損益および一般貸倒引当金繰入額を控除したもの

1 2 年 中 間 期 　　　　　前 年 同 期 比
 ( 億 円 ） 増 減 額 ( 億 円 ） 増 減 率 ( % ）

業 務 粗 利 益 6 6 1 ▲ 2 5 ▲ 3 . 6
う ち 資 金 利 益 5 6 9 ▲ 3 9 ▲ 6 . 5
う ち 役 務 取 引 等 利 益 5 7 ▲ 0 ▲ 1 . 6
う ち そ の 他 業 務 利 益 3 0 1 4 8 7 . 1

経        費 4 3 8 ▲  1 3 ▲ 3 . 0
一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1 4 1 2 5 3 5 . 3
業  務  純  益 2 0 8 ▲  2 4 ▲ 1 0 . 4
※ （ 基 礎 的 業 務 純 益 ） 1 9 2 ▲  3 5 ▲ 1 5 . 3
（ 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 前 業 務 純 益 ） 2 2 3 ▲ 1 1 ▲ 5 . 0
（ 国 債 等 債 券 関 係 損 益 ） 3 1 2 3 2 9 8 . 5

1 2 年 中 間 期 ( 億 円 ）前 年 同 期 比 （億 円 ） 増 減 率 （％ ）

経 常 収 益 1 , 4 1 7                2 8 9                  2 5 . 6         

資 金 運 用 収 益 9 3 6                  5                      0 . 6          
そ の 他 経 常 収 益 3 4 5                  2 9 2                  5 4 7 . 8       

株 式 等 売 却 益 1 5 9                  1 1 8                  2 9 4 . 5       

退 職 給 付 信 託 設 定 益 1 7 4                  1 7 4                  -             
経 常 費 用 1 , 2 5 6                3 4 3                  3 7 . 6         

資 金 調 達 費 用 3 6 6                  4 4                    1 3 . 9         
営 業 経 費 4 4 1                  ▲ 1 5                 ▲ 3 .4       

そ の 他 経 常 費 用 4 0 3                  3 3 7                  5 1 2 . 8       

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1 1 8                  7 3                    1 6 3 . 6       
（うち個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ） 1 0 4                  6 0                    1 3 5 . 5       

株 式 等 償 却 7                     ▲ 1 0                 ▲ 5 8 . 5      
退 職 給 付 会 計 導 入 変 更 時 差 異 償 却 2 7 0                  2 7 0                  -             

経 常 利 益 1 6 1                  ▲ 5 3                 ▲ 2 5 . 0      
税 引 前 中 間 純 利 益 1 5 9                  ▲ 6 3                 ▲ 2 8 . 6      

法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税 1 4 2                  3 2                    2 9 . 9         

法 人 税 等 調 整 額 ▲ 8 1                 ▲ 5 8                 2 6 1 . 5       
中 間 利 益 9 8                    ▲ 3 8                 ▲ 2 7 . 9      
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新会計基準の影響と対応（静岡銀行単体）

退職給付会計

　割引率、期待運用収益率を３．０％で算出した結果、会計基準変更時差異は３４２億円発生しましたが、

　12年中間期に退職給付信託の設定等により２７０億円を処理しました。残額７１億円につきましても、

　12年度中に処理し、財務の健全性を維持していく方針です。

金融商品の時価会計

退職給付引当金　　　１４５億円

会計基準変更時差異　３４２億円

年金資産　　　　　　５８１億円退職給付債務

（退職金＋企業年金）

１，０６９億円

12年10月～13年3月計画
７１億円

１２年中間期

２７０億円処理済

12年度より「金融商品の時価会計」に基づき有価証券、デリバティブ取引の時価評価と減損会計を

実施しています。有価証券の時価評価のうち「その他有価証券」については13年度から時価会計適

用となりますが、1年前倒しで12年度より適用しています。

「金融商品の時価会計」による期間損益への影響は軽微なものにとどまっています（詳細につきま

しては「平成12年中間期決算説明資料」の９ページをご覧ください）。

退職給付信託設定益
１７４億円

退職給付信託設定額
１９８億円
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資本政策・経営指標
資本効率の向上により、中長期的に株式価値を高めていくことを、資本政策の基本
方針としています。

４，５８０９．６２中核自己資本比率

６，１４５

（５，０９１）

１２．９１

（１０．７０）

自己資本比率

（うちTierⅠ比率）

自己資本額（億円）12年度中間（％）

４０４１２１９１９１取得総額（億円）

３５，７４９１３，５３３８，３５７６，６３３取得・消却株式数（千株）

9年度以降
累計

12年度中間11年度10年度

▲０．１１

▲４．６０

▲１．６１

前年同期比

０．２５ROA（中間純利益）

１２．５９１株あたり中間純利益

３．８６ROE（中間純利益）

１２年度中間

中間期ＲＯＥは、時価会計の導入に伴う退職給付債務の前倒し

処理等を主因とする当期（中間）純利益の減少により､前年同

期比▲１．６１ポイントの３．８６％となりました。

自己資本比率（連結ﾍ゙ ｽー）

資本効率

自己株式取得・消却実績
株主の皆さまへの利益還元をはかるため、平

成９年度に取締役会決議で可能な自己株式の

消却限度を８千万株に定め､以降､毎年継続的

に消却を行ってきた結果､12年９月末までに累

計で３５，７４９千株を取得･消却しました。

•ＢＩＳ自己資本比率は１２．９１％
•有価証券含み益等を含まない基本的項目であるTierⅠのみで
１０．７０％、TierⅠから税効果相当額を控除した中核自己

　資本比率でも９．６２％と、ＢＩＳが定めた国際統一基準で

　ある８％をクリアしています。

中核自己資本比率＝（ＴｉｅｒⅠ－税効果相当額）÷リスクアセット
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貸出金の状況 　
総貸出金平残は重点セグメントである静岡県内の中小企業向け貸出、消費者ローン

を中心に増加しました。

20,000

30,000

40,000

11/9 12/3 12/9

中小企業等向け融資

県内中小企業等向け融資

８，９４７

２７，９３６

３３，７４８

１０，９０９

３４，６７９

５０，７２０

11年度中間

＋５６４９，５１１９，０７０うち県内消費者ローン

＋１，１０６２９，０４２２８，０６６県内中小企業等向け貸出金

＋３７６３４，１２５３３，９５０静岡県内貸出金平残

＋５８７１１，４９６１１，０２８うち消費者ローン

＋１，２６０３５，９３９３４，７３０中小企業等向け貸出金

＋５９５５１，３１６５１，０５２総貸出金平残

前年同期比12年度中間１１年度

1,100

1,150

1,200

1,250

1,300

11/9 12/3 12/9 26,000

26,500

27,000

27,500

11/9 12/3 12/9

行員一人あたり貸出金 一店舗あたり貸出金

（億円）

（百万円） （百万円）

（億円）

※中小企業基本法改正により、平成12年度中間期より改正後の定義にて算出しております。
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預り資産の状況

流動預金を中心に総預金平残は前年同期比＋1,445

億円増加しました。

＋９８４５３，６６０５２，６７５５２，７１３
静岡県内

預金平残

＋１，４４５６６，８９５６５，４５０６５，４１９総預金平残

前年同期比12年度中間11年度中間11年度

預　金

＋１６４３１０１４６３６
投資信託

預り残高

＋１９６３８４１８８４２投資信託販売
額（６ヵ月間）

前期比１２年９月末１２年３月末１１年９月末

投資信託 出張所を含む全店への取扱店舗の拡大、テレホ
ンバンキングでの取扱開始等の販売体制の充実

により、販売額で前期比＋１９６億円、預り残

高で同＋１６４億円となりました。

（億円）個人預り資産の内訳

1,400

1,500

1,600

1,700

11/9 12/3 12/9

行員一人あたり預金等 一店舗あたり預金等
（百万円） （百万円）

（億円）

（億円）

＋３４５１，０１３６６８６５０国債

＋２４３３１９７６６３外貨預金

＋１２７２０１７４２６投資信託

▲６６４３，３１３４３，３７９４２，７４５円貨預金

＋６４９４４，８４６４４，１９７４３，４８４個人預り資産末残

前期比１２年9月末12年3月末11年9月末

33,000

34,000

35,000

36,000

11/9 12/3 12/9
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単体 連結
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破綻先債権

延滞債権

３カ月以上
延滞債権
貸出条件緩
和債権

アセットクォリティ　
　リスク管理債権額2,318億円(総貸出金の4.5%) 、金融再生法開示基準による不良債権額2,321億円
　(総与信残高の4.4%)と、低水準に推移しています。

リスク管理債権 金融再生法開示基準による不良債権

単体 連結

3 2 0

1 , 2 1 4

7 8 6

3 2 7

1 , 2 4 2

8 8 8
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2500
破産更生債権及びこ
れらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

2,321

49,762 保全率
８８．２%

保全率
８８．０%

総与信に占める割合（単体）

※保全率とは、担保・保証、貸倒引当金によりカバーされる比率です。

(4.4%)
2,318

48,848

(4.5%)

総貸出金に占める割合（単体）

※部分直接償却を実施した場合の総貸出金に占めるリスク管理債権
の比率は、３．８％となります（単体）。

1,670 1,767

総貸出金額／５１，１６６億円 総与信額／５２，０８３億円
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業績予想

▲２５．７２００当期純利益

▲２５．５３２０経常利益

▲１２．３４３５（一般貸倒引当金繰入前）

▲１０．７４０１（基礎的業務純益）

▲１７．２４００業務純益

＋１０．０２，６００経常収益

前　期　比（％）１２年度予想（億円）＜静岡銀行単体＞

▲２３．２２０２当期純利益

▲２２．７３２６経常利益

＋７．１２，８００経常収益

前　期　比　（％）１２年度予想（億円）＜連　結＞
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静岡銀行の動き

　　　　◎ＡＴＭネットワークの拡充

・12年10月より静岡県内の信用金庫、県信連、ＪＡとのＣＤ・ＡＴＭ利用手数料無料化の業務提携を開始
　し、お客さまが無料でご利用いただけるＣＤ・ＡＴＭネットワーク網がこれまでの1,213台から12年10月
　に2,561台、12年12月にはさらに拡大する予定です。また、郵便貯金とのオンライン提携を12年10月より
　実施いたしました。

　

◎静銀経営コンサルティング株式会社の営業開始

・企業の多様なコンサルティングニーズに的確に応えていくため12年7月よりグループ会社「静銀経営コ
ンサルティング株式会社」の営業を開始しました。

・静銀経営コンサルティング株式会社は銀行内外の組織と連携し「企業向けＭ＆Ａ、株式公開、信託、営
業斡旋、財務診断などの経営コンサルティング業務」「個人の財産形成に関するコンサルティング業務」
を展開し、静岡銀行グループが一体となってお客様との取引関係を一段と強化していきます。

　　◎東京三菱銀行と共同出資による証券子会社の設立を決定

　　・個人投資家向けの証券リテール業務を主体とした証券子会社を東京三菱銀行と共同出資により設立、平成
　　　13年7月開業を計画しています。

・資本金は20億円、出資比率は当行40％、静銀経営コンサルティング40％、東京三菱銀行20％とし、東京三
　菱銀行グループによる証券業務運営におけるノウハウ、人材の提供等の協力、支援の下で今後の証券業務
　の拡大への対応をはかります。


